






























































































































































日当 車馬質 陸路雑費 宿泊料
ttL 5銭 oil 1円 20銭 なし 1円50銭
学校職員
(教員 .事務職員)
5ォ 5$1i 1年 20銭 なし 1円50銭.
「小便」等 1銭5厘 2銭 SO残 なし 6銭 なし
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すると、明らかに「/J、便」の待遇が、校長や教員等の他職貝と比べると薄いことが伺えるだろう。
そこには小便の身分ひいては担っている職務そのものに対する差別的な扱いを感じざるをえない。
以上、戦前、明治期の小便の役割を見ると、「小便」が明治時代の「学校」の成立より、その安全
管理、特に今日でいう学校保健・衛生や学校防犯、学校施設の管理において、一定の役割を果たし
てきたことが理解できよう。その一方で、その身分や役割に対しては、差別的に待遇されていたこ
とも事実である。以下では、そのような「小便」の役割や位置づけが、第二次世界大戦後、どのよ
うに歩んでいったかを見ていくことにする。
2戦後の学校用務員の位置づけと役割
1945(昭和20)年の第二次大戦終結以後、日本の学校教育は、連合国軍総司令部(GHQ)の占領
を受けながら、「民主化」を主題とした改革が行われていったわけだが、そこでは「小便」はどのよ
うな位置づけと役割をもち、今日に至っているのだろうか。
(1)「管理係」の必要性
戦後占領期における学校教育の改革において、「学校用務員」との関係が見出されるのは、まず文
部省が1949昭和24)年に作成した『新制中学校・新制高等学校望ましい運営の指針』である。
それは、学校の運営や管理についてのガイドラインを示したものであるが、その中の「第16校地
および校舎」の管理において次のような留意事項が示されている。すなわち、「学校には、校舎を管
理するのに訓練された管理係がいるかどうか」という点が留意事項として示され、具体的に「保健
衛生に通じた管理係を、校舎の管理係に任命することが必要」であり、「学校は、これらの管理係が
自分たちの任務についてよく訓練されたものであることを確認する責任がある」と示されているの
である(21)。ここでいう「管理係」が、教職員を想定しているのか、それとも小便こと今日の「学校
用務員」を想定しているのかはここでは判然としない。かし、「保健衛生」に通じていることが、
校舎管理の資質要件として挙げられている点は注目に値する。
(2)「建物管理員」の役割と重要性
そこで次に、文部省が1950(昭和25)年に示した『中学校・高等学校管理の手引』(以下、手
引)を見てみると、その中の「第7章学校事務所の組織、学校施設の管理」という部分で、まさ
に戦前の小便、今日の学校用務員について言及されている。すなわち、「校内に居住する建物管理人」
「建物管理員」という職名とその役割が示されているのである。建物管理人と建物管理員とが同一の
ものかどうかは判然としないが、それによると、「建物管理員は、校長の直接の監督の下で、建物に
ついての危険箇所のすべてを除去するよう注意を怠ってはならない」と示されている(22)。さらに建
物管理員の具体的な役割として5項目が挙げられている。すなわち、学校施設・設備の危険及び不
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衛生な箇所に対する措置や、火災や地震等の災害の予防等である。それらを見ると、建物管理員は、
学校の保健管理、安全管理を担うものとして示されているのである。
また、そこにおいて火災や地震等の災害時に「とるべき態度の指導」とある点は注目される。な
ぜなら戦前、差別的な処遇をされていた「小便」が、ここでは「建物管理員」として指導する立場、
いわば防災主任的な役割を負わされているからである。そのような役割はさらに次のように示され
ている。すなわち「建物管理の事務」という部分において、「よく計画組織された美化作業と主要な
修理作業とが、建物管理員の直接の指導の下で(もちろん校長の下で働くのは当然だが)立案され
なければならない」とされているのである(23)っまり、建物管理員が、美化や修理等の学校の対物
管理の組織的かつ計画的展開において、指導的立場になることが示されているのである0
そこで、そのような建物管理員の選定には、「教師と同様の注意が払われなければならない」とさ
れ、「彼らの仕事は重要であり、責任は大きい」として、建物管理員の資質として「自己の仕事に精
通すること」「責任感があること」をはじめ9項目が掲げられている(24)。そして、その上で「建物管
理員が雇人の地位とみなされ、低い地位を占めている限りは、上記の資格に合致する建物管理員を
採用することは不可能」と示されているのである。これは、「建物管理員」が戦前の「小便」を想定
するものだということを示すと同時に、それまで建物管理員たる役割を担っていた「小便」や「使
丁」に対する差別的処遇への反省を示すものだといえよう。
また、それを強調するかのように、「建物管理員」は「生徒職員の保健に重大な責任をもっている」、
「校舎の暖房・照明・美化・衛生・修理作業・改善に精通している技術家」として、「職員会に出席
する一員とみてよいだろう」と示されている。さらに「その地位をよく訓練された者の地位として、
高度な職域にまで高めるためには、低い地位に対するような言葉使いは改めなければならない」と
示されているのである。
以上をふまえると、当時の文部省は、戦前の小便たる「建物管理員」の職務には一定の専門性が
あり、彼らが学校に必要不可欠であり、「学校安全」において重要な役割をはたす人員であることと、
それに相応しく位置づけられることの必要性を認識していたのである。つまり、文部省は、「学制」
施行時より存在していた「小便」の職務を発展的に捉え、学校の安全管理に向けた専門職制への発
展を想定していたといえよう。
(3)「学校用務員」の社会的位置づけ
それでは、その後、戦前の「小便」こと「建物管理員」は、学校教育でどのように位置づけられ
ていったのだろうか。結果からいえば、今日的状況を見れば理解できる通り、その「手引」に示さ
れる「建物管理員」のような専門性をもつ職制は、学校内に確立はできなかった。
ただし、「手引」に示された低い地位に対するような言葉使いの改善については、文部省が1958
(昭和33)年に「雇員、傭人の名称について」という通知を出し、そこにおいて小便は、人事院規則
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においては「監視・警備もしくは定型的労務作業に従事する職員」として、名称は「用務員」と称
されることになった。それにより、「小便」は差別的名称から脱却したわけだが、その処遇について
は「地方公務員法」を見ると必ずしも改善されなかったようである。すなわちその57条に「職員の
うち、公立学校の教職員(学校教育法に規定する校長、教員及び事務職員をいう。)、単純な労務に
雇用される者その他その職務と責任の特殊性に基いてこの法律に対する特例を必要とするものにつ
いては、別に法律で定める」という規定がある。そこで、「用務員」は、どれに該当するかというと、
「単純な労務に雇用される者」`として取り扱われているのであるO前述した「手引」では、学校の安
全管理に重要な責任をもつ者として認識されていたことからすれば、大きな後退であるといわざる
をえない。
しかもこの当時、歴史的かつ実質的に、学校の安全管理を担ってきた「用務員」は、法律上は学
校の-負-地方公務員法上の公立学校の教職員-としては認められていなかったのである。つまり、
「用務員」は学校教育法には規定されていないのである。同法28条1項は、学校に必要な人材につい
て、「校長や教頭、教諭、養護教諭及び事務職員を置かなければならない」と具体的に規定している
が、そこには「用務員」は規定されていない。もし、「用務員」をこの学校教育法上に位置づけると
すれば、同法28条2項の「必要な職員を置くことができる」とする規定である。しかし、それでは
校長や教頭、教諭、養護教諭、事務職員は「置かなければならない」のに対して、「用務員」は「置
くことができる」という任意規定なのである。そのように捉えると、「用務員」は暖味かつ不安定な
職制だと考えられよう。
そのような問題は国会でもとりあげられた。調べる限り、1955昭和30)年の衆議院文教委貞会
におけるものが初めである。そこでは、ある国会議員が「学校の小便、いわゆる使丁」について、
「非常に封建的でいけない」という観点から「法律上どういう名称に置かれておるのか」について質
問している(25)これに対して、文部省側の政府委員は「国立学校では作業員と呼んでいる」「法律
上称呼はございません」と答弁している。また雇用の面でも、市町村が公立学校の用務員の給与を
「学校給食費」から捻出しているという問題について、国会議員が指摘し、用務員は学校教育法上に
位置づけられていなくとも、国がその歳費をまかなうのは当然だという質問を行っている(26)。これ
に対して文部省側は「PTA負担ということならば別でございますが、給食費の中に盛られるという
ことはあまり好ましいことではない」と答弁している。つまり、学校用務員が学校教育にとって必
ずしも必要な人的条件ではないという国の認識を示すものだといえるだろう。
(4)「学校用務員」の法制化と具体的な役割
以上のような経緯をたどって、「用務員」は結果的に学校教育法施行規則(省令)49条に「学校用
務員は、学校の環境の整備その他の用務に従事する」ことと定められた。しかも、それは1976(昭
和51)年のことである。ここにはじめて「学校用務員」という職名が明確にされたわけである0た
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だし、それでもその地位は「置くことができる」という不安定なままだった。そのような理由から、
地方公務員法上、「単純労務」とされた「用務則や、必要性を明示しないままに規定された「学校
用務員」という呼称には、当事者たちから批判がある(27)そこで、その名称は自治体、地域によっ
ては配慮され、「管理用務員」、「教育技能職員」など様々な名称が今日存在している。
さて以上のように、「学校用務貞」は法律上位置づけられたわけだが、そこに示された役割は「学
校の環境の整備その他の用務に従事する」というものだった。「学校の環境の整備」という役割は、
本稿で述べた通り、戦前の「小便」時代から担ってきており、また戦後に「手引」で示された学校
の安全管理(対物管理)を担う人員としては妥当であろう。しかし、それでは暖味かつ不十分であ
り、「その他の用務に従事する」という部分が学校用務員の役割をいっそう暖味にしている。そこで、
京都市学校職員労働組合のように、「学校用務員」の暖味な位置づけと役割について危悦を抱いてい
たところでは、それらを明確化するために市と交渉を行い、協約を結んだところもあった(1978年
7月7日,(28)。また同様に、神奈川県高等学校学校現業労働組合は「学校技能職員の標準的職務表」
を作成し、「学校技能職員」こと学校用務員がはたすべき役割を明確にし、それについて神奈川県と
確認を行っている(29)。
そして今日では、学校用務員の具体的な役割は、学校設置者である教育委員会が定める服務規
則・規程の中で示されているところが多い。それらの服務規程・規則を見ると、主に「校地及び校
舎の清掃、整備及び美化に関すること」「校地及び校舎の安全管理に関すること」「施設設備の整備
及び営繕に関すること」など戦前から継承されてきた役割が定められており、また具体的に、「電話
及び来客の取次ぎ並びに郵便物の受付け」「校長室・職員室・各教室等のストーブの点火及び消火点
検」などというように示されているところもある。
以上の通り、学校用務員の役割は各自治体、地域ごとに規則・規程により示されている。しかし、
形式的には職務内容が明確化されたとはいえ、今日の学校用務員の待遇や民間委託化等の動きを見
ると、学校用務員に対する差別的な見方が今日においてなお払拭されず、学校用務員の職務そのも
のに対する重要性が十分認識されていないのではないかと考えられるのである。
二「学校安全」保障における「学校用務員」の可能性
一学校の安全管理の今日的課題と「学校用務員」
「学校用務員」は、以上述べてきた歴史と役割をもちながら今日に至っているわけであるが、それ
らをふまえると、「学校安全」を保障する職制としての可能性と必要性を十分に有していると考えら
れるだろう。以下では、それについて学校安全をめぐる今日的課題をふまえつつ述べていくことと
したい。
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1「学校防犯」の領域の登場と学校用務員の可能性
「学校防犯」は、冒頭で述べたように、2001平成13)年の池田小事件のような不審者侵入事件を
契機として求められてきた。学校施設を整備する上で、そのガイドラインとなる文科省の各種学校の
「学校施設整備指針」には、2003平成15)年の改訂時に、新たに「防犯計画」が章立てされた。つ
まり、学校施設の条件とその安全管理に、「学校防犯」という領域が新たに加わったといえるだろう。
そして、今日、学校防犯に関する安全管理は、具体的に、学校への監視カメラやインターホン付
門扉等の防犯監視機器設備の設置導入というかたちで進められている。文科省調査によれば、監視
カメラ等の「防犯監視システム」を整備している全国の学校の割合は60iに及んでいる(30)。
そして、その監視カメラについては、カメラの映像を映し出すモニターを注視する人員が必要で
あるという学校現場の課題が指摘されている(31)。たとえば、横浜市は、全国に先駆けて学校に監視
カメラを導入したが、同市立小学校校長会の調査によると、モニター注視の時間は1日平均15分程
度という実態が明らかにされている(32)その事例は教員がモニター注視を含む「学校防犯」管理ま
で手に負えないということを示すものであろう。また、それは学校の安全管理、特に学校防犯には
人による目視が必要であることを示している。そこで、自治体によっては、学校の昼間時間帯に警
備員を配置するところもあり、実際には全国の公立学校の9.1'の割合で警備員が配備されている
(文科省調査)。しかし、自治体の財政が逼迫している状況下では、警備員の人件費の支出が難しく
実施できないところもある。
そこで、現に学校にいる職員の中では「学校用務員」に目が向けられよう。学校用務員は、その
役割の性質上、校舎内外を冒常的に巡視、点検しており、まさに目視を必要とする「学校防犯」含
む学校の安全管理において重要な役割を果たしていく可能性があると考えられよう。
2「学校防災」における学校用務員の役割
「学校防災」は、近年、特に阪神・淡路大震災(1995年)や新潟県中越地震(2004年)、新潟沖地
震(2007年)などの発生によりますますその重要性が唱えられている。学校は多くの子どもが日中
を過ごす場であることや、災害時には公立小中学校のほとんどが避難所指定を受けていることから
重要である。そこで学校の対物管理の視点からいえば、火災報知機や防火シャッター等の機器設備
の管理をはじめとする学校施設そのものの日常的な点検、整備が欠かせない。
文科省が委託して行った調査結果によると、新潟県中越地震では、避難所として指定されていた
公立小中学校は244校あったが、地震による被害により、施設の全部又は一部を避難所として使用
できなかった学校数は52校にも及んでいることが明らかにされている(33)。まさに、5校に1校が避
難所として使用できなかったのである。その理由は、建物自体の構造被害によるものが21校、窓ガ
ラスや天井材など非構造部材の損壊によるものが31校だった。
そのように見ると、学校用務員は日常的な業務の中で学校施設と向き合い、その老朽化や破損、
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危険の状況を熟知していると考えられ、「学校防災」において重要な役割を果たしうるだろう。
3学校保健・衛生管理における学校用務員の役割
これまで述べてきた学校の安全管理、特に対物管理は、法的根拠でいえば「学校保健法」に定め
られているものが多い。たとえば、同法3条には「学校においては、換気、採光、照明及び保温を
適切に行い、清潔を保つ等環境衛生の維持に努め、必要に応じてその改善を図らなければならない」
とされ、続く3条の2には「学校においては、施設及び設備の点検を適切に行い、必要に応じて修繕
する等危険を防止するための措置を講じ、安全な環境の維持を図らなければならない」と定められ
ている。そして、具体的には学校保健法施行規則において、毎学期一回以上の安全点検(規則22条
の5)やその結果にもとづく危険箇所の明示や施設及び設備の修繕等の措置(規則22条の6)、さら
に日常的な危険物除去等の安全な環境の維持(規則22条の7)が定められている。
そのような法的根拠がある中で、今日の学校における防火シャッターの誤作動やサッカーゴール
等遊具の倒壊による子どもの死亡事件の発生を見ると、それらの法令に定められる役割と責務の重
要性が理解できるだろう。しかしながら、そのような法令には、「学校においては」という主語だけ
が規定され、具体的に学校が独自の裁量で行うべきものなのか、学校設置者たる教育委員会等が行
うべきものなのかが判然としておらず、また学校において具体的に誰がやるべきなのかも示されて
いないのである。
それでは、前述した法に定められる学校施設・設備の安全点検等は、学校において誰が担うべきな
のか。この点について、文科省は、「安全管理を行う主体は、原則として校長をはじめとする教職員」
としている(34).ただ、校長や教員には、日常の教育活動の中で偶然に危険を発見したり、また「毎
学期一回」くらいであれば安全点検したりできるかもしれないが、日常的な安全点検は無理であろ
う。そのように考えれば、学校において実際にそのような役割を果たしうるのは「学校用務員」で
あり、その必要性と役割の重要性が理解できるだろう。
おわりに-「学校用務員」の可能性と課題
以上、「学校用務員」の戦前からの歴史と、今日の学校の安全管理が抱える課題から、「学校用務
員」の存在意義や可能性を見てきた。それらを通じて、学校用務員は、学校教育を機能させる上で
の前提条件ともいえる「安全」や「衛生」について管理、保全、維持していく役割を、明治の学制
期から一貫して、実質的に担ってきたことが実証できたわけである。特に、第二次大戦後まもなく
の頃には、文部省が「建物管理員」としての役割を期待していたように、その職務と地位の重要性
が認識されていたことからもいえよう。しかし、残念なことに、「学校用務員」はその重要な職務内
容に照らして、十分な法律上の位置づけと社会的処遇(給与、雇用形態)がないままに今日に至っ
ているのである。
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そして今日、「学校用務」の民間委託(アウトソース)化や、学校に学校用務員が常駐するのでは
なく、定期的に巡回して業務を行うセンター方式(派遣方式)化が具体的に進んでいる。そのよう
な状況は、学校用務員の在り方やその研究課題として、以下の二点をつきつけていると考えられる
だろう。
第一に、学校用務員の学校における存在意義である。これは、昨今の学校用務員のセンター化か
ら提起される課題である。それは、学校用務員が「日常的」に学校にいなくてもよいという考え方
である。すなわち学校用務員が常に学校にいることの意義は何かということであり、学校用務員の
職務役割に「即時性」(即時的な必要性)や、学校現場での条件整備の必要性が求められているかと
いう点の検証が必要である。その点は、学校の安全管理の原則が危険の早期発見・早期対応とされ
ていることと、学校でそれを担えるのは学校用務員に他ならないと考えれば、学校用務員が学校に
とって常に必要不可欠な存在だという答えがでよう。
そして第二に、学校用務員の資質要件である。これは、学校用務員の民間委託化から提起される
問題である。そのような動きは、学校用務員の役割は誰でも果たしうるという認識から生まれるも
のだろう。しかし、本稿で「学校用務員」の職務を検証した限りは、そこには一定の資質要件が必
要だと考えられる。その点は、前述した通り文部省「手引」にも指摘されているし、また、それと
同時期に刊行された教師養成研究会による「学校管理論」の文献にも次のように指摘されている。
すなわち、学校施設・設備の整備を合理的かつ能率的に行うことは、学校施設・設備の管理上の大
きな問題であるとして、その任に直接あたる「管理傭貞(janitor)」の優劣が、「学校設備の日々の
管理の良否を決定する根本条件」と指摘されているのである(35)さらに、その重要性にもかかわら
ず、「管理傭貞」の在り方については、「ほとんど等閑に附されてきた」「原始的な段階に止まってい
た」とし、管理傭員は「学校の日々の運営に参加している以上、教育要員」であり、「この地位の重
要性を強調するとともに彼等の教育を組織づけなければならない」と指摘されているのである(36)
したがって、「学校安全」が脅かされ、学校における安全管理が重要性を増している今日こそ、学
校用務員の資質要件は、あらためて具体的に研究、検討されていく必要がある。
そこで、本稿で述べた学校用務員の歴史と展開を通じて、その具体的な資質要件を少々以下に述
べるとすれば、学校保健法等に示される保健・衛生の知識や、学校施設における設備器具・機器の
操作や修繕に関する知識と技術などがあげられよう。そしてそれ以外には「人間性」も重要である
と考えられる。それは、学校用務員が常に子どもと触れ合う立場にあると同時に、子どもからまな
ざしを向けられている立場にあるからである。つまり、学校用務員は、学校に存在すること自体で
子どもたちへ、教員とは異なる立場で教育的な影響を与えている可能性があるからである。
そして、その人間性に着眼したとき、期待されるのが学校における福祉的機能をもつ職員として
の可能性である。すなわち、学校用務員が、子どもたちから「先生」ではなく「おじさん」「おばさ
ん」というように親しみをこめて呼ばれているところにそれが見出せる(37)。学校用務員は子どもた
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ちにとって家庭や地域にいるような親近感や好感をもてる「おとな」なのである。そこで今H、不
登校やいじめ等の問題から教員と共に子どもに向き合うスクールソーシャルワーカー等の配置が行
われているが、学校用務員もその人間性によっては教員と共に子どもと向き合う存在価値をもつ可
能性があると考えられるのである。
主に以上の二点が、学校用務員の実践的かつ研究課題だといえよう0そのような課題を探ることは、
これまでの学校の安全管理の質を問い直すとともに、「学校安全」を保障する手立てとしての「学校
安全管理職員」ともいうべき職制の確立へとつながっていく可能性をもつと考えられるのである。
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